
下⽔道使⽤料の改定について

令和８年度 第１回 身延町上下⽔道事業運営審議会

身延町上下⽔道課

1

資料４



目 次

� １ 下⽔道使⽤料について ・・・ ３
� ２ 下⽔道事業の現状と課題 ・・・ ６
� ３ 下⽔道使⽤料の算定について ・・・１０
� ４ 下⽔道事業 使⽤料対象経費の算定 ・・・１４
� ５ 下⽔道使⽤料改定案について ・・・１８

2



下⽔道使⽤料について
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下⽔道使⽤料について
下水道法第１０条及び第１１条の３の規定に基づき、下水道が供用開始された場合は、
下水道を使用しなければならない。

下水道を整備することで、使用者の排水処理だけでなく、都市の健全な発達、公衆衛生の
向上、公共用水域の保全等にも寄与するため、主に以下の項目については、一般会計が負担
すべきものである。
（繰入基準）
雨水処理費、資本費の一部、水質規制費（公共用水域の水質保全）、普及促進費（水洗便所への改造）、不明水処理費

※ただし、下水道事業は過去の整備に係る多額の企業債残高を抱えており、元金や利息の償還など、使用料収入と基準内
繰入金（国補助等）だけでは不足が生じるため、赤字補塡等（基準外繰入金）により不足を賄っている。

⇒基準外繰入金は、
下水道を使用していない町民の税金も投入されていることから、削減に努めなければならない。

下水道は接続義務
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下⽔道使⽤料について
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下⽔道事業の現状と課題
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下⽔道事業 使⽤料単価と汚⽔処理原価
使用料単価・・・・下水道使用料収入を年間有収水量で除したもの。有収水量1㎥当たりの

下水道使用料収入であり、下水道使用料の水準を示す指標。
汚水処理原価・・・有収水量1㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費及び

汚水維持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標。

○公共下⽔道 ○特定環境保全公共下⽔道
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下⽔道事業の収益的収支
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下⽔道施設の⽼朽化の⾒通し
有形固定資産・・・有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを
減価償却率 示す指標。
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下⽔道使⽤料の算定について
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公営企業の基本原則
○公営企業会計は、独⽴採算制の原則のもと経営を⾏います。

適正な経費負担区分を前提とした独⽴採算制の原則

●独⽴採算制の原則（地方公営企業法第17条の2第2項）
地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地方公共団体の一般会計又は
他の特別会計において負担するものを除き、当該地方公営企業の経営に伴う収⼊をもって充てなけ
ればならない。

●経費負担区分（地方公営企業法第17条の2第1項）
その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収⼊をもってあてることが適当でない経費
当該地方公営企業の性質上能率的な経営を⾏ってもなおその経営に伴う収⼊のみをもって充てること
が客観的に困難であると認められる経費

11



下⽔道使⽤料算定の原則
決定原則

①公正妥当性

②適正な原価

③健全運営の
確保

・適正なサービスと料⾦⽔準
・公平な料⾦体系

・原価主義
（総括原価、個別原価）

・資産維持費

■適正な原価とは・・・
公益事業としてなすべき正常な努⼒を⾏ったうえで

必要な営業上の費⽤に、健全な経営を維持するために
必要な資本費⽤（事業報酬）を含むもの。
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下⽔道使⽤料 算定期間
■算定については、経営戦略等の計画期間を踏まえ、料⾦等算定期間を設定。
■上下⽔道事業は、⽇常生活に密着した公共料⾦であるためできるだけ安定性を保つことが
望まれる反⾯、⻑期間による算定は予測の確実性を失うこととなる。

算定期間は一般的に ３年から５年程度 に設定することが適当

今回の検討では
令和９年度から令和１３年度までの５年間を

料⾦算定期間とします。
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下⽔道事業 使⽤料対象経費の算定
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使⽤料対象経費
・下⽔道使⽤料算定においては、使⽤料算定期間中の下⽔道管理運営費を算定した上で、使⽤
料の対象とならない経費等を控除して使⽤料対象経費を算定する。

使⽤料対象経費 使⽤料収⼊

□控除項目
①公費負担経費（一般会計繰⼊⾦等）
②附帯的事業経費
③関連収⼊（諸⼿数料等）
④所要（控除対象）の⻑期前受⾦戻⼊
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使⽤料対象経費の内訳
経営戦略 使⽤料対象経費

現⾏ 1.87倍
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経費回収に必要な使⽤料収⼊
基本料⾦、超過料⾦とも現⾏の
１．６９倍必要となる

×1.69

※1か月20m3使⽤した場合の使⽤料
現 ⾏︓2,310円
独⽴採算︓3,890円
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下⽔道使⽤料改定案について
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下⽔道使⽤料体系（現⾏）について
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下⽔道使⽤料の近隣市町との⽐較

近隣町平均 2,302円

※下⽔道使⽤料については、1月使⽤⽔量20m3と仮定
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汚⽔処理原価・使⽤料単価による近隣市町との⽐較
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料⾦設定の考え方について
�事務局からの提案について
・今後の事業計画の⾒直し状況によっては資本費が変動するなど、
現時点では不確定要素はありますが、国が求める最低限の経営努⼒
である使用料単価150円/m3を超えた上で経費回収率80％以上を維持
するような料⾦体系を提案いたします。

・公営企業の経営に当たっての留意事項（総務省通知平成26年8月29⽇総財公第107号）
○下⽔道事業における使⽤料回収対象経費に対する地方財政措置については、最低限⾏うべき経営努⼒とし
て、全事業平均⽔洗化率及び使⽤料徴収月 3,000円／20m3（使⽤料単価150円/m3）を前提として⾏われて
いることに留意すること。
・社会資本整備総合交付⾦等交付にあたっての要件（抜粋）
○特に、供⽤開始後30年以上経過しているにも関わらず、使⽤料が150円/m3未満であり、かつ経費回収率
が80%未満であり、 かつ15年以上使⽤料改定を⾏っていない団体については、令和７年度以降、汚⽔につい
て重点配分の対象としない。
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経費回収率８０％以上について
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◆経費回収率８０％
対象経費617,473円×80％＝493,978円以上



下⽔道使⽤料改定案について
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使⽤⽔量における使⽤料⾦の⽐較について

下
⽔
道
使
⽤
料
（
円
）

⽔量（m3）

⽔道利⽤者の５６％

⽔道利⽤者の７８％

⽔道利⽤者の９０％
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5,390円

3,740円

2,310円

3,300円

990円

1,320円×1.33倍

×1.43倍

×1.44倍



下⽔道使⽤料（改定案）の近隣市町との⽐較

26

近隣町平均 2,302円

全国平均(公共) 3,485円
全国平均(特環) 3,193円

1.43倍

※１月使⽤⽔量２０㎥と仮定



改定案の汚⽔処理原価・使⽤料単価による近隣市町との⽐較
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料⾦改定案（経営収支）による料⾦改定率について
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料⾦改定案による一般会計からの繰⼊⾒込み
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現⾏料⾦

料⾦改定案

単価︓千円



下⽔道使⽤料の改定について（確認）
� 料⾦算定の設定について
経費回収率８０％以上

� 料⾦算定期間について
令和９年から令和１３年の５年間

� 料⾦体系について
⼆部科⾦制（基本料と超過料） 逓増型（排⽔量に応じて単価が⾼くなる）
※消費税１０円未満切り捨ての廃⽌（インボイス制度による）

� 料⾦改定率について
平均改定率を令和９年に1.57倍に改定する案

� 料⾦改定基準⽇について
令和９年４月１⽇（令和９年４月使⽤分から）
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